
③ 関係者間の総合調整
↓

要支援者の個々の状況を踏まえた継続的な支援を実施

市町村
【実施主体】

社会福祉
協議会 ＮＰＯ等

自治会

応急仮設住宅間の
連携づくり

他の自治体や
関係機関と連携

地域

高齢者、障害者や離職を余儀なくされた若年層などが地域とのつながりを持ち続けることができるよう、次の取り組みを柱として
一体的に実施し、地域内の面的支援を行い、地域コミュニティの復興支援を図る。（県外避難者への支援も対象）

①住民のニーズ把握、総合相談及び交流場所などのサービス提供 ②見守り等の支援体制の構築 ③関係者間の総合調整

② 見守り等の支援体制の構築

見守り体制構築チーム

新聞配達員等 民生委員
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孤立の防止

活動

① ニーズ把握、総合相談及び
交流場所などのサービス提供

総合相談

住民交流の場の提供
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【ボランティア】

巡回相談

【一体的実施】
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ニーズ把握

地域コミュニティ復興支援事業
（社会的包摂・「絆」再生事業の一部）

【緊急雇用創出基金（住まい対策拡充等支援事業分）】

予算額：７０億円
平成２３年度第３次補正予算：４０億円

平成２４年度予備費：３０億円

事業期間：平成２５年度末まで
※平成26年度要求で事業期間の１年延長を要求

1０県146市町村で実施（平成25年4月現在）


